
 

倉敷市余裕期間設定工事試行要領 

 

１ 趣旨 

この要領は公共工事における施工時期の平準化を目的として、倉敷市が発注する建設工事におい

て、建設資機材の調達、建設労働者の確保を計画的に行う等受注者の円滑な工事施工体制の確保

を図るため、余裕期間を工期前に設ける工事（以下「余裕期間設定工事」という。）を試行する

に当たり、必要な事項を定める。 

 

２ 用語の定義 

この要領において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に掲げるところによる。 

 ① 工事開始期限日 

発注者が発注に際して指定する日であって、落札者が工事の始期日とすることのできる 

最も遅い日をいう。 

 ② 工事開始日 

   落札決定日から工事開始期限日までの間において、落札者が選定する工事の始期日をいう。 

 ③ 余裕期間 

工事請負契約の締結前においては当該工事請負契約を締結することとなる日から工事 

開始期限日の前日までの期間を、工事請負契約の締結後においては当該工事請負契約締結の

日から工事開始日の前日までの期間をいう。 

 ④ 工期 

工事開始日（当該日を含む。３（２）の場合にあっては、契約締結日）から終期日までの

工事を実施するために必要な期間であって、準備期間及び後片付け等の期間を含むものを 

いう。 

 

３ 対象工事等 

（１）発注者は次に掲げる事項その他の事情を総合的に判断し、余裕期間設定工事を選定する 

こととする。ただし、小規模工事（修繕料）取扱要領に定める工事は対象外とする。 

  ① 余裕期間を設けても事業スケジュールや緊急度の観点から支障がないこと。 

  ② 余裕期間を設けても適正な工期が確保できること。 

  ③ 工事請負契約を締結した日から工事開始期限日までに十分な余裕期間が確保できる 

見込みがあること。 

（２）低入札価格調査又は落札者の責めに帰すべき理由により、工事開始期限日以降に工事請負

契約を締結することとなった場合においては、余裕期間を設けることはできず、受注者は、

当該契約の締結日から工期内で工事を完了させること。 

 

４ 工事開始期限日の指定等 

（１）発注者は、発注に係る工事ごとに、余裕期間（工期の３０％以内、かつ、９０日以内で   

設定するものとする。）を考慮した工事開始期限日を指定するものとする。 

（２）落札者は、工事請負契約を締結するまでに工事開始日を選定し、【別記様式】「工事開始

日選定等通知書」により発注者に対して通知しなければならない。この場合において、落札

者は配置予定技術者を工事開始日に適正に配置できるよう、当該技術者が従事している他の

工事の配置期間等に十分留意しなければならない。 

（３）発注者は、（２）により受注者の選定した工事開始日では、配置予定技術者を適正に配置

できないおそれがある等工事の適正な施工上支障があると認めるときは、工事開始期限日 

までの間において、受注者に対して工事開始日の変更を求めることができる。 



 

（４）余裕期間を設けることに伴う積算上の割増は行わないものとする。 

 

５ 工事開始日までの技術者の配置等 

（１）受注者は、余裕期間において、自己の責任において現場に搬入しない資機材等の準備を  

行うことができる。ただし、資機材の搬入、仮設物の設置等、工事の着手を行ってはならな

い。 

（２）受注者は、余裕期間内においては、監理技術者又は主任技術者及び現場代理人を配置する

ことを要しない。 

（３）配置予定技術者の変更は、原則として認めない。 

 

６ 契約関係の取扱い等について 

（１）工事請負契約書頭書に記載する「工期」には、余裕期間を含めないこと。 

（２）コリンズ（CORINS）に登録する「契約工期」には、余裕期間と工期を合わせた全期間    

（契約日から終期日）を入力すること。 

（３）契約保証の保証期間は、余裕期間及び工期を含むものとすること。 

（４）工事請負契約締結後に工事開始日の変更の必要が生じた場合は、倉敷市工事請負契約約款

第２３条の規定により、発注者及び受注者が協議の上、工期の変更を行うことができる。  

ただし、工事開始日を工事開始期限日後の日とすることはできない。 

（５）余裕期間設定工事に係る前払金については、工事開始日以降でなくては請求することが 

できない。 

 

 附 則 

 （施行期日） 

この要領は、令和６年４月１日から施行する。 

（適用） 

この要領は、令和６年４月１日以降の公告分から適用する。 

 

 

 

 

 

 


